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 証券コード　7823

 平成22年６月７日

株 主 各 位 

 東京都渋谷区代々木三丁目40番７号

 株式会社アートネイチャー
代表取締役会長兼社長 五 十 嵐 　 祥 剛

第43回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

さて、当社第43回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行

使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のう

え、平成22年６月23日（水曜日）午後６時30分までに議決権を行使してください

ますようお願い申しあげます。

　

［書面による議決権行使の場合］

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期

限までに到着するようご返送ください。

　

［電磁的方法（インターネット）による議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（http://www.it-soukai.com/または

https://daiko.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしていただき、同封の議決権行

使書用紙に表示された「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用の

うえ、画面の案内にしたがって、上記の行使期限までに議案に対する賛否をご

入力、ご送信ください。

　インターネットによる議決権行使に際しましては、２頁から４頁までに記載

の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお

願い申しあげます。

　なお、書面による議決権行使とインターネットによる議決権行使により重複

して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効なも

のといたします。

敬　具

記

１．日 時 平成22年６月24日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区西新宿三丁目７番１号
  新宿パークタワー　パークハイアット東京
  39階　ボールルーム
  （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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３．目 的 事 項  
 報 告 事 項 １．第43期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

  ２．第43期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計
算書類報告の件

 決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金処分の件
 第２号議案 取締役７名選任の件
 第３号議案

第４号議案
監査役３名選任の件
退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件　

４．招集にあたっての取締役会のその他の決定事項
（1）代理人による議決権行使
　 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の
   方１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、議決
   権行使書用紙、代理権を証明する書面に押印された印鑑証明書または
   パスポート、運転免許証もしくは各種健康保険証の写しその他の株主
   様本人を確認できる資料とともに代理権を証明する書面のご提出が必
   要となりますのでご了承ください。

（2）議決権の不統一行使に際してのご通知方法
   株主様がその有する議決権を統一しないで行使される場合には、株主
　 総会の日の３日前までに、当社に対してその有する議決権を統一しな
   いで行使する旨およびその理由を書面によりご通知ください。 

（3）議決権の重複行使
   ①書面による議決権行使とインターネットによる議決権行使により重複

 して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を
 有効なものといたします。

   ②インターネットによる議決権行使により重複して議決権を行使された
 場合は、 後に行使されたものを有効といたします。

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
また、本株主総会終了後、同会場において株主懇談会を開催いたしますので、

引き続きご参加くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正

が生じた場合は、インターネット上の当社のウェブサイト（ＵＲＬ
http://www.artnature.co.jp）に掲載させていただきます。

　

〈インターネットによる議決権行使のご案内〉
　
１．インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項

議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承のうえ、
行使してくださいますようお願い申しあげます。

(1) インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下
記ＵＲＬをご参照ください。）をご利用いただくことによってのみ可能で
す。
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なお、議決権行使サイトは、携帯電話、ＰＨＳを用いたインターネットで
は、ご利用いただけませんのでご了承ください。インターネットにより、
議決権を行使される場合は、招集ご通知同封の議決権行使書用紙に記載の
議決権行使コードおよびパスワードが必要となります。

(2) 今回ご案内する議決権行使コードおよびパスワードは、本総会に関しての
み有効です。
次の総会の際には、新たに議決権行使コードおよびパスワードを発行いた
します。

(3) 書面による議決権行使とインターネットによる議決権行使により重複して
議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効な行
使としてお取扱いいたします。

(4) インターネットによる議決権行使により複数回、議決権を行使された場合
は、 後の行使を有効な行使としてお取扱いいたします。

(5) インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金・通信料金等）は、
株主様のご負担となります。

　
２．インターネットによる議決権行使の具体的方法
(1) http://www.it-soukai.com/またはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jp/にアク

セスしてください。
行使期間中の午前３時から午前５時までは上記ＵＲＬにアクセスすること
ができませんのでご了承ください。

(2) 議決権行使コードおよびパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押し
てください。
議決権行使コードおよびパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用
紙右下に記載しております。

(3) 画面の案内に従い、平成22年６月23日（水曜日）午後６時30分までに議案
に対する賛否をご入力、ご送信ください。

　
３．ご利用環境について

インターネットによる議決権行使をしていただくには、以下のようなシステ
ムが必要です。

◎パソコン Windows®機種

 (携帯電話、ＰＤＡ、ゲーム機には対応いたしてお
りません)

◎ブラウザ Microsoft®　Internet Explorer5.5以上
◎インターネット環境 プロバイダとの契約などインターネットが利用で

きる環境
◎画面解像度 1024×768以上をご推奨いたします。
　

＊Microsoft®、Windows®は、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の
国における登録商標または商標です。



2010/05/21 19:17:08 ／ 09630272_株式会社アートネイチャー_招集通知

株主各位、インターネットによる議決権行使のご案内

－ 4 －

４．セキュリティーについて
行使された情報が改ざん・盗聴されないよう暗号化通信（SSL128Bit）技術を
使用しておりますので、安心してご利用いただけます。
また、議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードとパスワードは、株
主様ご本人を認証する重要なものです。他人に絶対知られないようご注意く
ださい。当社より株主様のパスワードをお問い合わせすることはございませ
ん。
　

５．お問い合わせ先について
(1) インターネットによる議決権行使に関するパソコン等の操作方法等に関す

る専用お問い合わせ先
みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
電話　0120－768－524（フリーダイヤル）
（受付時間　午前９時から午後９時まで　土日休日を除く）

(2) 上記(1)以外の住所変更等に関するお問い合わせ先
みずほ信託銀行　証券代行部
電話　0120－288－324（フリーダイヤル）
（受付時間　午前９時から午後５時まで　土日休日を除く）
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告
（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

①　全般的概況

当連結会計年度における我が国経済は、アジア向けを中心とした海外需

要の回復により一部の企業に景況感の底打ちの兆候が見られるとともに、

国内消費需要は、政府主導の消費刺激策等により、一部の耐久財に回復の

兆しはあるものの、多くの企業の収益悪化に伴う雇用不安は続いており、

依然として厳しい状況となりました。

当社の属する毛髪業界におきましても、業界全体での売上高は前年に比

べて減少しているものと推測され、競合する発毛、医療再生等隣接業界と

の競争も厳しさを増していることから、競争環境は非常に厳しい状況にあ

ります。

このような状況のもと、当社グループでは、メンズ・レディース両部門

における新商品の市場投入とそれにあわせた効果的なＴＶ広告の実施、ホ

ームページの全面改定、レディース部門における展示試着会の積極的開催

等の諸施策を実施する等業績拡大に注力いたしました。しかしながら個人

消費の低迷による影響を克服できず、売上高は292億３千１百万円(前連結

会計年度比5.8%減)と前年同期を上回ることができませんでした。また、利

益については、全社を挙げての経費削減運動を推進し、人件費をはじめと

した諸経費の圧縮に努め、一定の経費削減効果は上がったものの、売上高

減少の影響を埋めることはできず、営業利益は23億６千３百万円(同26.1%

減)、経常利益は23億６千３百万円(同32.5%減)、当期純利益が11億１千３

百万円(同36.7%減)となりました。

（注）本事業報告において、「当社グループ」とは、会社法施行規則第120条第２項に用

いられている「企業集団」を意味するものとします。
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　主要な商品・サービス別の売上高は次のとおりです。

（オーダーメードかつら）

男性向けオーダーメードかつらについては、新規問合せ数が減ったこと

による受注数の減少、買い替えサイクルの長期化等により、新規・リピー

ト売上ともに前年同期を下回ったため、売上高は125億２千万円(前連結会

計年度比5.8%減)となりました。

女性向けオーダーメードウィッグについては、着実に顧客数を増加させ

てきた結果、リピート売上では前年同期を上回りましたが、新規売上につ

いては、展示試着会の積極的開催や、効果的なＴＶ広告の実施等の諸施策

により受注数の増加を図りましたが、必ずしも当初期待していた新規問合

せ数の増加には繋がらず、受注数を増加させることができなかったため、

前年同期を上回ることができず、売上高は79億５千８百万円（同8.0%減）

となりました。

（その他商品）

増毛商品については、女性向け売上が前年同期を上回ったものの、男性

向け売上が前年同期を下回ったため、男女合計の売上高は11億９千３百万

円(前連結会計年度比5.6%減)となりました。育毛商品については、男女と

もに前年同期を下回ったため、男女合計の売上高は２億４千２百万円(同

33.9%減)となりました。

（サービス収入）

理美容サービスについては、女性顧客数の増加に伴い、男女合計の売上

高は44億９千６百万円(前連結会計年度比0.5%増)となりました。育毛サー

ビスについては、女性向けが前年同期を上回りましたが、男性向け売上が

下回ったため、男女合計の売上高は13億６千４百万円(同0.1%減)となりま

した。

 

②　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

③　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　

④　他の会社の株式その他の持分または新株予約権の取得または処分の状況

　当社は、子会社であるアートネイチャー　フィリピン　インクから、平

成21年12月17日、同社が発行する400,000株の交付を受けております。
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　また、同社は利益剰余金の組み入れにより、資本金を５千３百万フィリ

ピン・ペソにしております。

　

⑤　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

　

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度中に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は８

億６千３百万円で、その主なものは次のとおりです。

①　当連結会計年度中に完成した主要設備

新規出店　２店舗（赤羽ＬＳ、豊田ＬＳ）

上記の２店舗以外に別形態店舗（ジュリア・オージェ）を６店舗出店

しております。

既存店舗の移転、改修　５店舗（豊田店、赤羽店、中津店、銀座ＬＳ、

池袋ＬＳ）

（注）ＬＳは、「レディースサロン」をいいます。

　

②　当連結会計年度中において継続中の主要設備の新設

該当事項はありません。

 

③　当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

　

(3) 資金調達の状況

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、平成21年９月に主要取引金

融機関と期間３年、総額50億円のコミットメントライン契約を締結いたしま

した。本契約に基づく資金調達及びその他の資金調達は行っておりません。

　

(4) 対処すべき課題

　国内の潜在的な毛髪関連市場は、高齢化社会の進展、食生活の欧米化等に

よる薄毛人口の増加、健康志向、アンチエイジング志向の高まり等によって

今後も拡大していくものと予想されます。しかしながら、お客様のニーズの

高度化・多様化が進展していることに加えて、髪に関する悩みの解決方法を

提供する発毛剤、植毛、更には再生医療等も日々新たな製品・サービスを市
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場投入してきていることから、かつら業界内部での競争のみならず、隣接業

界との競合関係は今後更に厳しさを増していくものと予想されます。こうし

た状況を踏まえて当社では次の７つの課題に重点的に取り組んで参ります。

　第一に、メンズ部門においては、既存のお客様の定着率を高めることによ

り安定的な売上基盤を確保するとともに、若年層をはじめとした潜在的な新

規需要を掘り起こすことによって、業務拡大を図って参ります。

　第二に、レディース部門においては、展示試着会の積極的開催等により新

規需要の取り込みを図るとともに、既存のお客様の定着化によってリピート

率の向上に努め、潜在成長性の高い女性市場における業務拡大を図って参り

ます。また新たに展開を開始した既製品事業（ジュリア・オージェ）につい

ても、経営資源を優先配分することによって基盤固めを図って参ります。

　第三に、お客様のニーズに応え、他社の製品・サービスと差別化出来る、

高の品質と 良の製品・サービスの研究・開発活動を強化し、定期的に市

場投入していくことで当社の製品、ブランドの価値を更に高めて参ります。

　第四に、広告宣伝活動の効果的展開です。髪に関する悩みの解決方法の提

供という当社事業の特性から、「反響営業」と呼ばれる営業手法を当社は採

用しております。この広告宣伝の反響数の多寡が当社業績に大きな影響を与

えることから、より多くの反響数の獲得に繋がる効果的な広告宣伝に注力し

て参ります。

　第五に、平成21年１月より操業を開始したアートネイチャー　マニュファ

クチャリング　フィリピン　インクでの生産を着実に拡大させ、当社グルー

プにおける基幹工場の一つとして位置付けていくことにより、製品に関する

お客様のニーズへの対応力を強化することでお客様満足の向上を目指します。

  第六に、経費の効率的使用です。固定費の圧縮によって損益分岐点を引下

げ、当社グループの収益体質をより強固なものにするために、全社ベースで

経費削減運動を展開し、経費の一層の効率的使用を図って参ります。

　第七に、人材の育成です。当社では、従業員の約８割に当たる1,489名（平

成22年３月末現在）が理容師又は美容師の資格保有者です。これらの従業員

に対し、当社の商品知識、技術・サービスの研修を行うだけではなく、髪に

関する知識、接客マナー、ＣＳ（お客様満足度の向上）、コンプライアンス

等の研修を定期的に実施し、お客様に信頼頂き、満足度を高めて頂くことで

当社のリピーターとなって頂くことを目指しております。

　また、営業以外の部門の従業員についても専門性と互換性を高めるために、

教育研修制度の更なる充実と自己研鑽を支援する仕組みを構築し、充実を図

っております。
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(5) 財産および損益の状況の推移

①　企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
第40期

平成18年度
第41期

平成19年度
第42期

平成20年度

第43期
平成21年度

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 29,747 31,583 31,018 29,231

営 業 利 益(百万円) 4,017 4,741 3,198 2,363

経 常 利 益(百万円) 4,200 4,840 3,503 2,363

当 期 純 利 益 ま た は
当期純損失(△)(百万円)

2,168 △2,983 1,758 1,113

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
ま た は
１株当たり当期純損失(△)

459円08銭 △183円39銭 106円91銭 67円46銭

総 資 産(百万円) 35,206 25,153 25,149 26,125

純 資 産(百万円) 18,575 14,683 15,567 15,859

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,424円32銭 892円94銭 943円15銭 960円31銭

（注）　当社は、平成19年10月１日付けで普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

なお、第41期の１株当たりの当期純損失は、株式分割が期首に行われたものと仮定して

算出しております。

　

②　当社の財産および損益の状況の推移

区 分
第40期

平成18年度
第41期

平成19年度
第42期

平成20年度

第43期
平成21年度
（当期）

売 上 高(百万円) 29,668 31,568 31,012 29,226

営 業 利 益(百万円) 4,169 4,902 3,268 2,414

経 常 利 益(百万円) 4,327 4,997 3,570 2,419

当 期 純 利 益 ま た は
当期純損失(△)(百万円)

2,334 △2,827 1,835 980

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
ま た は
１株当たり当期純損失(△)

494円38銭 △173円81銭 111円58銭 59円39銭

総 資 産(百万円) 35,469 25,443 25,486 26,632

純 資 産(百万円) 18,986 15,234 16,296 16,444

１ 株 当 た り 純 資 産 額 3,503円35銭 927円35銭 987円81銭 995円86銭

（注）　当社は、平成19年10月１日付けで普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

なお、第41期の１株当たりの当期純損失は、株式分割が期首に行われたものと仮定して

算出しております。
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(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主な事業内容

アートネイチャー　フィリピン　インク
53,000,000

フィリピン・ペソ
100.0％ かつらの製造

ビコール　ヘア　エクスポート
コ ー ポ レ ー シ ョ ン

14,201,000
フィリピン・ペソ

94.5％ かつらの製造

アートネイチャー　マニュファク
チャリング　フィリピン　インク

260,000,000
フィリピン・ペソ

100.0％ かつらの製造

　

(7) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

　当社グループの主要事業は、毛髪関連製品の製造・販売およびサービスの

提供であり、主要商品・サービスは次のとおりです。

オーダーメードかつら ……… ＨＦＬ（ヘア・フォーライフ）アルトナ、

 ＨＦＬヴァリオ、ＨＦＬフロンティア、

ＨＦＬＶＯＸ（ヴォックス）、ＨＦＬＥＸＥ

（エクス）、シルキーフィッツ、シルキーフ

ロンティア

 プリマドンナ、プリマモエミ

 ピュアモーレ、ピュアマリー

増毛 …………………………… ＭＲＰ（マープ）トレン

育毛ケア ……………………… スカルプＧＰホームケアセット

理容備品 ……………………… 薬用ホームシャンプー

育毛サービス ………………… スカルプＧＰコース
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(8) 主要な営業所および工場（平成22年３月31日現在）

①　主要な営業所および工場

ア．当社

本社　東京都渋谷区代々木三丁目40番７号

商品物流センター（新潟県村上市）

（注）従来、商品物流センターにて当社グループの物流業務を集約しておりました

が、納期の短縮と物流効率の向上を図るために、平成22年3月までに、以下の

とおり物流業務の合理化を実施しました。

　　 ・備品配送業務のアウトソーシング化

　　　・仕入・受注・出荷指示・在庫管理・納品管理の本社一括管理体制の導入

　　　・かつら製品検品の海外子会社完結化　

店舗

ブ ロ ッ ク 店舗数 (店 ) 都 道 府 県

北 日 本 30 北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関 東 信 越 25 茨城、栃木、群馬、埼玉、新潟、長野

首 都 圏 50 東京、千葉、神奈川、山梨

中 部 38 富山、石川、福井、岐阜、静岡、愛知、三重

関 西 34 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中 四 国 24
鳥取、島根、岡山、広島、山口、香川、徳島、愛媛、
高知

九 州 29 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、鹿児島、宮崎、沖縄

合 計 230  

（注）ブロック区分は、当社の上記表のとおりの都道府県区分によっております。

上記店舗数以外に、レディーメードのウィッグを提供している別形態店舗

（ジュリア・オージェ）が６店舗ございます。

イ．子会社

工場

アートネイチャー　フィリピン　インク（フィリピン）

ビコール　ヘア　エクスポート　コーポレーション（フィリピン）

アートネイチャー　マニュファクチャリング　フィリピン　インク

（フィリピン）
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(9) 従業員の状況（平成22年３月31日現在）

①　当社グループの従業員の状況

事業部門の名称 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

毛 髪 関 連 事 業 2,093人 46人減

全   社   （共   通） 170人 11人増

合 計 2,263人 35人減

（注）１．従業員数は、就業人員（当社グループから当社外への出向者を除く）であり、上記従

業員の他に、臨時従業員（パートタイマー、派遣社員、契約社員、嘱託社員を含む）

937人（期中平均人員）を雇用しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理

部門に所属しているものであります。

　

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,892人 3人増 37.2歳 ８年０ヶ月

（注）従業員数は、就業人員（当社から当社外への出向者を除く）であり、上記従業員の他に、

臨時従業員（パートタイマー、派遣社員、契約社員、嘱託社員を含む）120人（期中平均人

員）を雇用しております。

　

２．会社の株式に関する事項（平成22年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 55,440,000株

(2) 発行済株式の総数 16,514,700株

（自己株式2,111株を含む）

（注）発行済株式数の前期末比15,000株増加は、当社役職員のストックオプション行使

　　　による株式発行によるものです。

(3) 株主数 5,652名
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(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

 株 ％

五 十 嵐 　 祥 　 剛 3,783,770 22.9

有限会社アイ・コーポレーション 1,485,000 8.9

塚 本 　 武 1,293,400 7.8

阿 久 津 　 弘 　 子 820,000 4.9

石 井 英 昭 577,300 3.4

五 十 嵐 　 啓 　 介 570,600 3.4

み ず ほ キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 556,400 3.3

ア ー ト ネ イ チ ャ ー 社 員 持 株 会 444,626 2.6

五 十 嵐 　 愛 　 子 270,000 1.6

五 十 嵐  佳 奈 子 270,000 1.6

（注）持株比率は自己株式（2,111株）を控除して計算しております。

　

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付された

新株予約権の状況（平成22年３月31日現在）

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に当社使用人、子会社役員および使用人に対して職務執行の

対価として交付された新株予約権の内容の概要

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況（平成22年３月31日現在）

地 　 　 位 氏 　 　 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 五十嵐　祥　剛

エーエヌビーエイチ　アセッツ　ディベロップメン
ト　フィリピン　コーポレーション取締役会長
アートネイチャー　ランドホールディング
フィリピン　インク取締役会長

取締役副社長 石　井　英　昭 　

常 務 取 締 役 林　　　俊　一

管理本部・管理統括部・広報部・コンプライアンス
統括室管掌
アートネイチャー　マニュファクチャリング　フィリ
ピン　インク取締役会長

取 締 役 五十嵐　啓　介
上席執行役員広告宣伝部長　
有限会社アイ・コーポレーション代表取締役社長　

取 締 役 森 安 寿 一 上席執行役員営業本部長

取 締 役 川 添 久 幸

　
上席執行役員生産本部長
アートネイチャー　フィリピン　インク取締役社長
　

取 締 役 種　房　俊　二
日本高純度化学株式会社取締役
アルコニックス株式会社取締役
シミック株式会社監査役

常 勤 監 査 役 小　林　芳　雄  

監 査 役 佐　野　　　真 麹町協和法律事務所　弁護士

監 査 役 長谷川　恭　昭
フィデアホールディングス株式会社取締役
長谷川公認会計士事務所　公認会計士

（注）１．監査役　佐野　真および長谷川恭昭は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。

２．監査役　長谷川恭昭は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。

３．当社は、監査役　佐野　真をジャスダック証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。　

　

(2) 当事業年度中に退任した取締役および監査役

　　該当事項はありません。
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(3) 取締役および監査役の報酬等の額

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区　　　分 員 　 　 　 数 報 酬 等 の 額

  千円

取 締 役 ７人 350,537

監 査 役
（ 内 社 外 監 査 役 ）

３人
（２人）

30,590
(10,640)

合　　　　　　　計
（ 内 社 外 監 査 役 ）

10人
（２人）

381,127
(10,640)

（注）１．取締役の報酬額は、平成18年６月29日開催の第39回定時株主総会において年額500百万

円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬額は、平成18年６月29日開催の第39回定時株主総会において年額50百万

円以内と決議いただいております。

３．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における取締役７名に対する役員賞与引当金の繰入額100百万円

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額43,936千円(取締役７名に対して

40,946千円、監査役３名に対して2,990千円（内社外監査役２名に対し1,040千円））

 

(4) 社外役員に関する事項

社外監査役に関する事項

①　監査役　佐野　真

ア．他の法人等の業務執行者としての兼務状況および当社と当該他の法人

等との関係

該当事項はありません。

イ．他の法人等の社外役員としての兼任状況および当社と当該他の法人と

の関係

該当事項はありません。

ウ．会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

当社の知りうる限り、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者

およびその三親等以内の親族等であったことはありません。

エ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の18回の取締役会の内、17回出席し、監査役会は15回

開催中15回出席し、主に弁護士としての専門的見地から、必要に応じて

取締役会の意思決定の適正性を確保するための質問、助言を行っており

ます。
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オ．責任限定契約の内容の概要

社外監査役が任務を怠ったことによって当社に対して損害賠償責任を

負う場合について、法令に定める 低責任限度額を限度として責任を負

う旨の責任限定契約を締結しております。

なお、上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原

因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限るも

のと同契約で規定されております。

カ．当社の親会社または子会社等から当事業年度の役員として受けた報酬

等の額

該当事項はありません。

　

②　監査役　長谷川　恭昭

ア．他の法人等の業務執行者としての兼務状況および当社と当該他の法人

等との関係

該当事項はありません。

イ．他の法人等の社外役員としての兼任状況および当社と当該他の法人等

との関係

監査役長谷川恭昭氏は、フィデアホールディングス株式会社の社外取

締役であります。当社とフィデアホールディングス株式会社との間に取

引関係はありません。

ウ．主要取引先等特定関係事業者との関係

当社の知りうる限り、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者

およびその三親等以内の親族等であったことはありません。

エ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の18回の取締役会の内、16回出席し、監査役会は15回

開催中15回出席し、主に公認会計士としての専門的見地から、必要に応

じて取締役会の意思決定の適正性を確保するための質問、助言を行って

おります。

オ．責任限定契約の内容の概要

社外監査役が任務を怠ったことによって当社に対して損害賠償責任を

負う場合について、法令に定める 低責任限度額を限度として責任を負

う旨の責任限定契約を締結しております。

なお、上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原

因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限るも

のと同契約で規定されております。
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カ．当社の親会社または子会社等から当事業年度の役員として受けた報酬

等の額

該当事項はありません。

　

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

　

(2) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

　

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

 報酬等の支払額（千円）

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 39,500

合 計 39,500

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の額を区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。　

(4) 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47,813千円

　なお、当社子会社アートネイチャー　フィリピン　インク、ビコール　ヘ

ア　エクスポート　コーポレーション、エーエヌビーエイチ　アセッツ　デ

ィベロップメント　フィリピン　コーポレーション、アートネイチャー　ラ

ンドホールディング　フィリピン　インクおよびアートネイチャー　マニュ

ファクチャリング　フィリピン　インクの計算関係書類の監査は、

SYCIP GORRES VELAYO & CO.が行っております。
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(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得てまたは監査役会の請求に基づい

て、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とするものとし

ます。

　監査役会では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認める場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告します。

　なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案して、再任若しく

は不再任の決定を行うことができるものとし、不再任を決定した場合は、会

計監査人の不再任に関する議案を株主総会の会議の目的とすることを取締役

会に請求します。
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６．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他業務の適正を確保する体制

　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他業務の適正を確保する体制の構築を目的として、平成18年５月15

日開催の取締役会の決議で内部統制基本方針を制定しました。その後当社の内

部統制の体制構築・運用状況に応じて定期的に見直しを行っております。直近

では平成22年５月13日開催の取締役会の決議で下記の内容に改定いたしました。

　

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①　取締役の職務執行は、法令及び取締役会規程に従い取締役会が監督する

とともに、法令に従い監査役が監査を行い、監査報告書を作成する。

②　コンプライアンス体制の基礎として、「コンプライアンスに関する基本

規程」、「アートネイチャーグループの行動規範」を制定し、法令遵守

及び社会倫理の遵守を企業活動の前提とすることを徹底する。

③　上記の徹底を図るため、コンプライアンス統括室を設け、グループ会社

のコンプライアンスに対する取組みを横断的に統括することとし、取締

役及び使用人に対する教育を行う。

④　社長直轄部署である監査部は、業務の執行が法令、定款、及び社内規程

等に則って適正に行われているかを監査するとともに、コンプライアン

ス統括室と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監査し、その結果を

取締役会及び監査役会に報告するものとする。

⑤　当社の取締役及び使用人が法令違反の疑義がある行為等を発見した場合、

内部通報制度を通じて、コンプライアンス統括室又は社外の弁護士に直

接報告出来る体制を整える。行為の重大性に応じてコンプライアンス統

括室あるいは取締役会の指示した関連部署が再発防止策を策定して、全

社的にその内容を周知徹底するものとする。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る文書または電磁的記録による情報については、

法令及び文書管理規程に基づきその保存媒体に応じて適切かつ確実に検

索性の高い状態で保存・管理することとし、取締役及び監査役は必要に

応じて閲覧できるものとする。
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②　業務上取り扱う情報や知り得た情報を適切に保存・管理する観点から、

「情報システム管理規程」、「個人情報保護基本規程」、「インサイダ

ー取引防止規程」、「営業秘密管理規程」等の社内規程を定め、適切な

情報管理の運営を行う。

　

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　各本部のリスク管理を統括する機関としてリスクマネジメント委員会を

設置し、担当取締役を置く。リスクマネジメント委員会は、定められた

リスクマネジメント基本規程に従い、外部環境や経営環境の変化に伴い

発生することが予想される様々な全社的リスクに適切に対応するため、

リスク管理体制の構築と運用を行う。各部署は、それぞれの部署に関す

るリスクの管理を行い、各部責は自部署のリスクについての管理を行う

と共に定期的な見直しを実施する。

②　リスクが顕在化した際は危機管理基本規程に従い代表取締役社長を 高

責任者とした危機管理対策本部を設置し、損害の拡大防止、速やかな危

機の収束を図る。

③　大規模災害時に備えて、「事業継続計画（BCP）規程」に基づき、情報シ

ステム・重要な情報のバックアップ及び一定量の棚卸資産の別所での保

管等の措置を講じる。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、その浸透を図るとと

もにこの目標に基づく中期経営計画を策定する。また、取締役会はその

具体化のため毎期の事業計画と予算を設定する。

②　月次の業績は、ＩＴを積極的に活用したシステムによって迅速に管理会

計としてデータ化し、経営企画部が取締役会に報告する。

③　経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の分離を進め、かつそれぞれ

の機能強化を図るため、執行役員制度を導入するものとする。

④　組織的かつ効率的な業務遂行のために、各組織ならびに各職位の責任と

権限を明確にした「職務権限規程」を制定するものとする。
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(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全てに

適用する行動指針として、経営理念、社是及び「アートネイチャーグル

ープの行動規範」を定め、これを基礎として、グループ各社で諸規程を

定めるものとする。

②　グループ会社は、関係会社管理規程に従い、事業運営に関する一定の重

要事項について当社の経営会議での審議及び取締役会への付議若しくは

報告を行う。

③　当社の監査部はグループ各社の内部監査を実施し、その結果を各グルー

プ会社の社長及び当社の取締役会・監査役会に報告するものとする。当

社取締役会及び監査役会は、必要に応じて、グループ各社に対して改善

を求めるものとする。

④　グループ会社の取締役及び監査役は、グループ会社において、法令違反

その他コンプライアンスに関する重要な事項を発見した場合には、グル

ープ会社のみならず、当社の取締役会及び監査役会に報告するものとす

る。

⑤　監査役は必要に応じてグループ会社の調査を行うとともに、必要と判断

する事項について監査部に調査を依頼することができる。

⑥　グループ会社の自主性を尊重しつつ、経営企画部は四半期毎に予算及び

事業計画の執行状況を確認する。

⑦　当社及びグループ会社の主要業務について、定期的に内部統制の有効性

を自己点検・自己評価（日常的モニタリング）を行い、重大な問題があ

る場合は取締役会及び監査役会に報告するものとする。取締役会及び監

査役会は、報告内容を審議し、必要があると認める場合は、当該関係部

署の部責またはグループ会社社長に更なる改善措置を求めるものとする。

　

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制

　監査役の職務を補助するため監査役室を設置し、監査役の意見を尊重した

うえで監査役室に１名以上の使用人を必要に応じて配置する。
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(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　監査役室に所属する使用人の人事評価は常勤監査役が行う。

②　監査役室に所属する使用人の解任、懲戒、人事異動、賃金等の改定につ

いては監査役会の事前の同意を得て行うものとする。

③　監査役室に所属する使用人は取締役からの独立性の確保に留意し、業務

の執行にかかる役職を兼務しないこととする。

　

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制

　グループ会社の取締役及び使用人は法定の事項に加え、次の事項を遅滞な

く報告するものとする。

①　全社的に影響を及ぼす重要事項に関し取締役会が決定した事項

②　監査部による内部監査の結果

③　コンプライアンス統括室が運営するコンプライアンス「ほっとライン」

への通報状況

④　取締役及び使用人が発見した「会社に著しい損害を及ぼすおそれのある

事項」「重大な法令違反となる行為又はそのおそれのある行為」「定款

に違反する又はそのおそれのある職務執行の事実」

　

(9) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査業務の実効性を高めるため、社外監査役には、弁護士・公認会計士

などの専門知識を有する人材を登用するものとする。

②　取締役及び監査役は、定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題や会

社を取り巻くリスク等、重要課題について意見交換を行う。

③　監査役は、効率的な監査を行うため、会計監査人及び監査部と意見交換

を行う。

④　監査役は、法令で定められた会議のほか、必要に応じて、重要な会議に

出席できるものとする。

⑤　監査役より会社情報の提供を求められたときには、取締役及び使用人は

遅滞なく提供を行うものとする。

　

(10) 財務報告の適正性を確保する体制

　グループ会社の財務報告に関する信頼性を確保するため、財務報告に係る

内部統制の基本方針に基づき、グループ会社各社は財務報告に係る、必要か

つ適切な内部統制を整備、運用するとともに、その体制及び運用状況を継続

的に評価し、必要な是正を行うものとする。　
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(11) 反社会的勢力を排除するための体制

　当社は反社会的勢力に対しては毅然とした姿勢で臨み一切の関わりを持た

ず、不当要求にも応じない。不当要求の対応を所管する部署を総務部と定め

るとともに、事案発生時の報告及び対応に係る社内規程等の体制整備を行い、

反社会的勢力に対しては所轄の警察署、顧問弁護士等関連機関と連携して情

報収集を行い、組織的に毅然たる対応をする。

　

７．株式会社の支配に関する基本方針

　当社が企業価値の維持・向上を実現するためには、中長期的な経営戦略に基

づき、商品開発力の強化、人材の育成、グループ経営によるコスト低減、生産

性向上を目指した事業展開を実施する等の種々の施策に継続的に取り組むこと

が必要であり、また取引先、従業員、地域住民等のステークホルダーとの信頼

関係を維持していくことが不可欠であると考えております。

　上記施策の継続的実施や取引先を始めとするステークホルダーとの信頼関係

の維持が当社の株式の買付を行う者によって中長期的に確保されない場合は、

当社の企業価値、ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社取締役会は、上記の施策の継続的な実施、および取引先を始めとするス

テークホルダーとの信頼関係の維持が確保されない、即ち、当社の企業価値・

株主共同の利益の確保・向上に資さない当社株式の大量取得や買付提案を行う

者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考

えています。

　現在のところ、当社の株式を大量に取得しようとする者の存在によって当社

に具体的な脅威が発生している訳ではなく、また、当社として、そのような買

付者が出現した場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）を予め定め

るものではありません。

　しかしながら当社としましては、株主・投資家の皆様から負託されました当

然の責務として、当社株式取引や株主の異動を常に注視し、当社株式を大量に

取得しようとする者が出現した場合には、直ちに当社として も適切と判断す

る措置を取るものとします。

　具体的には、社外の専門家を含めて当該買収提案の評価や株式取得者との交

渉を行い、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない場合には、具体的な対

抗措置の要否および内容等を速やかに決定し、実行する体制を整えるものとし

ます。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資  産   の   部）  （負  債   の   部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

保 証 金 及 び 敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

16,827,853

11,555,775

1,232,009

2,014,974

745,323

44,146

326,072

431,615

450,351

28,717

△1,132

9,297,397

4,703,387

2,823,912

37,418

1,494,730

347,326

655,111

44,494

610,616

3,938,899

720,306

1,001,100

2,095,028

191,669

△69,206

流 動 負 債 7,895,684

買 掛 金 250,350

短 期 借 入 金 9,900

1年内償還予定社債 204,000

未 払 金 1,164,014

未 払 法 人 税 等 1,220,861

前 受 金 3,601,107

賞 与 引 当 金 711,068

役 員 賞 与 引 当 金 100,000

商 品 保 証 引 当 金 14,557

そ の 他 619,824

固 定 負 債 2,370,403

退 職 給 付 引 当 金 1,258,285

役員退職慰労引当金 998,006

そ の 他 114,111

負 債 合 計 10,266,088

（純  資  産  の  部）  

株 主 資 本 15,904,066

資 本 金 2,999,205

資 本 剰 余 金 2,886,705

利 益 剰 余 金 10,018,769

自 己 株 式 △612

評価・換算差額等 △46,892

その他有価証券評価差額金 △878

為替換算調整勘定 △46,013

少 数 株 主 持 分 1,987

純 資 産 合 計 15,859,162

資 産 合 計 26,125,250 負 債 及 び 純 資 産 合 計 26,125,250
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  29,231,225

売 上 原 価  8,295,375

売 上 総 利 益  20,935,849

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  18,572,387

営 業 利 益  2,363,462

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 24,702  

為 替 差 益 37,961  

匿 名 組 合 投 資 利 益 14,749  

受 取 販 売 奨 励 金 14,364  

そ の 他 41,008 132,786

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 9,006  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 81,655  

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 31,937  

そ の 他 10,204 132,803

経 常 利 益  2,363,444

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 93,949  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 22,241 116,191

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 13,005  

減 損 損 失 175,636 188,642

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,290,993

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,202,598  

法 人 税 等 調 整 額 △15,018 1,187,580

少 数 株 主 損 失  10,177

当 期 純 利 益  1,113,590



2010/05/21 19:17:08 ／ 09630272_株式会社アートネイチャー_招集通知

連結株主資本等変動計算書

－ 26 －

連結株主資本等変動計算書

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成2 1年３月3 1日残高 2,996,955 2,884,455 9,730,413 △562 15,611,261

連結会計年度中の変動額      

新 株 の 発 行 2,250 2,250   4,500

剰 余 金 の 配 当   △825,235  △825,235

当 期 純 利 益   1,113,590  1,113,590

自 己 株 式 の 取 得    △49 △49

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 2,250 2,250 288,355 △49 292,805

平成2 2年３月3 1日残高 2,999,205 2,886,705 10,018,769 △612 15,904,066

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成2 1年３月3 1日残高 11,102 △62,525 △51,422 7,764 15,567,603

連結会計年度中の変動額      

新 株 の 発 行     4,500

剰 余 金 の 配 当     △825,235

当 期 純 利 益     1,113,590

自 己 株 式 の 取 得     △49

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△11,981 16,512 4,530 △5,776 △1,246

連結会計年度中の変動額合計 △11,981 16,512 4,530 △5,776 291,559

平成2 2年３月3 1日残高 △878 △46,013 △46,892 1,987 15,859,162
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ６社

主要な連結子会社の名称

アートネイチャー　フィリピン　インク

ビコール　ヘア　エクスポート　コーポレーション　

アートネイチャー　マニュファクチャリング　フィリピン　インク

なお、株式会社ビューティーラボラトリは、当連結会計年度において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用しない関連会社数

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　在外連結子会社５社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、

同決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っております。

　その他の連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等による時価法

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。）なお、

組込デリバティブを区分して測定することができな

い複合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を

損益に計上しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品  

かつら  

オーダーメードかつら 個別法による原価法

その他かつら 移動平均法による原価法

その他の商品 移動平均法による原価法
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 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

製品・原材料・仕掛品 主として移動平均法による原価法

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

貯蔵品  

支給資材 移動平均法による原価法

貸出品 移動平均法による原価法

サンプル品 個別法による原価法

その他の貯蔵品 終仕入原価法

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

（リース資産除く） 但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。なお、在外連結子会社の有形固定資産につ

いては定額法を採用しております。

 主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物及び構築物　10年～50年

無形固定資産 定額法

（リース資産除く）　　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・

　リース

　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金 当社については債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性

を検討して回収不能見込額を計上しております。

 連結子会社については、個々の債権の回収可能性を

検討して計上しております。
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賞与引当金 当社については従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上しております。

役員賞与引当金 当社については役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

商品保証引当金 当社については商品の無償保証契約に基づく修理費

に充てるため、過去の修理実績に基づきその必要額

を見積もり計上しております。

退職給付引当金 当社及び一部の連結子会社については従業員に対す

る退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主として６年）によ

る定額法により翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

　 （会計方針の変更）

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）を適用しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響はありません。

役員退職慰労引当金 当社については役員退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は連結会計年度末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

　なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子会社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

(7) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法については、全面時価評価法を採用しております。

６．のれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

ただし、金額が僅少な場合は、発生時に一括償却しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　5,220,859千円

　

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

    （単位：株）

 
前連結会計年
度末株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年
度末株式数

発 行 済 株 式     

普 通 株 式 16,499,700 15,000 ― 16,514,700

自 己 株 式     

普 通 株 式 2,040 71 ― 2,111

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加15,000株は、新株予約権の行使による増加であります。

２．普通株式の自己株式の増加71株は、単元未満株の買取りによる増加であります。

　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当た
り配当額

基 準 日 効力発生日

平成21年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 412,441千円 25円 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年10月29日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 412,794千円 25円 平成21年９月30日 平成21年12月４日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当た
り配当額

基 準 日 効力発生日

平成22年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 412,814千円 25円 平成22年３月31日 平成22年６月25日

(3) 当連結会計年度末における新株予約権に関する事項

 平成18年３月９日臨時株主総会決議分

目的となる株式の種類 普通株式

目的となる株式の数 65,700株
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（金融商品に関する注記）

　１．金融商品の状況に関する注記

(1)　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、主に安全性の高い金融資産で運用しております。

また、運転資金並びに設備投資計画に基づく必要資金については、基本的には手元資金に

て充当しております。多額の設備投資等資金の必要がある場合については、主要取引金融

機関と締結しておりますコミットメントライン契約に基づき、その必要資金を調達する方

針であります。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、取引先の信用状況を１年ごとに把握する体制としております。

有価証券及び投資有価証券は主として債券を保有しており、発行体の信用リスクに晒さ

れておりますが、四半期ごとにその債券の時価を把握しております。また、保証金及び敷

金は、主に当社が展開する店舗等にかかる敷金であります。保証金及び敷金は、預け先の

信用リスクに晒されておりますが、当該預け先の信用状況を１年ごとに把握する体制とし

ております。

営業債務である買掛金、並びに未払金は、ほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

また、借入金及び社債は、主に運転資金として調達したものであり、その償還日は決算日

後、 長で３ヶ月であります。
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　２．金融商品の時価に関する事項

平成22年３月31日現在（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、

時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。　

（単位：千円）　

　
　連結貸借対照表
　計上額（*2）　

　時価（*2） 差額

(1)　現金及び預金　 　11,555,755 　11,555,755 　－ 

(2)　受取手形及び売掛金 1,232,009 　 　 

貸倒引当金(*1） △1,132 　 　

 　1,230,876 1,233,466 　2,590 

(3)　有価証券　 　2,014,974 　2,014,974 　－ 

(4)　投資有価証券　 　 　 　

その他有価証券 　627,696 627,696 　－ 

(5)　保証金及び敷金　 2,095,028  　  

貸倒引当金(*1） △7,520  　  　

 　2,087,508 1,484,866 　△602,641 

(6)　買掛金 (250,350) (250,350) － 

(7)　短期借入金 (9,900) (9,900) － 

(8)　1年内償還予定社債 (204,000) (203,981) △18 

(9)　未払金 (1,164,014) (1,164,014) － 

(10) 未払法人税等 　(1,220,861) (1,220,861) － 

(11) デリバティブ取引 　－ － － 

　(*1) 受取手形及び売掛金、保証金及び敷金に個別に計上している貸倒引当金を控除しておりま

す。

 （*2）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。　

(2) 受取手形及び売掛金　

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間

及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

(3) 有価証券　

有価証券の時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。
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(4) 投資有価証券　

投資有価証券の時価については、取引金融機関から提示された価格によっており

ます（下記(11)参照）。

(5) 保証金及び敷金

これらの時価については、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を残存期間

に対応する安全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。　

(6) 買掛金及び(7)短期借入金

これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(8) 1年内償還予定社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債

の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。

(9) 未払金　

未払金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(10) 未払法人税等　

未払法人税等はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(11) デリバティブ取引

組込デリバティブを合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時

価評価しており、その時価は、当該投資有価証券の時価に含めて記載しております

（上記(4)参照）。　

２．組合出資金（連結貸借対照表計上額92,610千円）は組合財産が非上場株式など時価

を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているため、「(4)投資有価

証券　その他有価証券」には含めておりません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たりの純資産額 960円31銭

２．１株当たりの当期純利益 67円46銭

　

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成22年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資  産   の   部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

保 証 金 及 び 敷 金

会 員 権

貸 倒 引 当 金

 

16,657,285

11,435,243

610

1,246,937

2,014,974

760,556

305,706

424,427

445,258

24,702

△1,132

9,975,137

4,267,299

2,460,220

76,243

22

263

228,799

1,404,491

97,259

607,691

517,278

9,853

80,558

5,100,146

720,306

1,180,763

14,734

21,898

32,919

990,031

2,090,276

118,422

△69,206

（負  債   の   部）  

流 動 負 債 7,849,744

買 掛 金 260,931

１年内償還予定社債 204,000

リ ー ス 債 務 28,311

未 払 金 1,159,922

未 払 費 用 376,488

未 払 法 人 税 等 1,208,636

未 払 消 費 税 等 61,806

前 受 金 3,601,107

預 り 金 116,785

賞 与 引 当 金 711,068

役 員 賞 与 引 当 金 100,000

商 品 保 証 引 当 金 14,557

そ の 他 6,128

固 定 負 債 2,338,389

リ ー ス 債 務 83,165

退 職 給 付 引 当 金 1,226,375

役員退職慰労引当金 998,006

そ の 他 30,841

負 債 合 計 10,188,133

（純  資  産  の  部）  

株 主 資 本 16,445,167

資 本 金 2,999,205

資 本 剰 余 金 2,886,705

資 本 準 備 金 2,886,705

利 益 剰 余 金 10,559,869

利 益 準 備 金 88,300

その他利益剰余金 10,471,569

別 途 積 立 金 3,000,000

繰越利益剰余金 7,471,569

自 己 株 式 △612

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △878

その他有価証券評価差額金 △878

純 資 産 合 計 16,444,288

資 産 合 計 26,632,422 負 債 及 び 純 資 産 合 計 26,632,422
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損　益　計　算　書

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  29,226,758

売 上 原 価  8,449,809

売 上 総 利 益  20,776,948

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  18,362,080

営 業 利 益  2,414,867

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 23,004  

為 替 差 益 39,880  

匿 名 組 合 投 資 利 益 14,749  

受 取 販 売 奨 励 金 14,364  

そ の 他 の 営 業 外 収 益 39,961 131,960

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 3,799  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 81,655  

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 31,937  

そ の 他 の 営 業 外 費 用 9,829 127,221

経 常 利 益  2,419,606

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益   93,949   

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 22,241 116,191

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 12,506  

減 損 損 失 140,314  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 245,497 398,317

税 引 前 当 期 純 利 益  2,137,479

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,177,202  

法 人 税 等 調 整 額 △20,165 1,157,036

当 期 純 利 益  980,443
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株主資本等変動計算書

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
 

資本剰余金
合計

利益準備金
 

その他利益剰余金
 
利益剰余金

合計
別途積立金
 

繰越利益
剰余金

平成21年３月31日残高 2,996,955 2,884,455 2,884,455 88,300 3,000,000 7,316,362 10,404,662

事業年度中の変動額        

新 株 の 発 行 2,250 2,250 2,250    ―

剰 余 金 の 配 当   ―   △825,235 △825,235

当 期 純 利 益   ―   980,443 980,443

自 己 株 式 の 取 得   ―    ―

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

  ―    ―

事業年度中の変動額合計 2,250 2,250 2,250 ― ― 155,207 155,207

平成22年３月31日残高 2,999,205 2,886,705 2,886,705 88,300 3,000,000 7,471,569 10,559,869

 

株主資本　 評価・換算差額等

純資産
合計

自己株式
 
株主資本
合計

その他有

価証券評

価差額金

評価・換算

差額等合計

平成21年３月31日残高 △562 16,285,509 11,102 11,102 16,296,612

事業年度中の変動額      

新 株 の 発 行  4,500         4,500

剰 余 金 の 配 当  △825,235         △825,235

当 期 純 利 益  980,443         980,443

自 己 株 式 の 取 得 △49 △49         △49

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

    ― △11,981 △11,981 △11,981

事業年度中の変動額合計 △49 159,657 △11,981 △11,981 147,676

平成22年３月31日残高 △612 16,445,167 △878 △878 16,444,288
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。）なお、組

込デリバティブを区分して測定することができない複

合金融商品は、全体を時価評価し、評価差額を損益に

計上しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品  

かつら  

オーダーメードかつら 個別法による原価法

その他のかつら 移動平均法による原価法

その他の商品 移動平均法による原価法

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

貯蔵品  

支給資材 移動平均法による原価法

貸出品 移動平均法による原価法

サンプル品 個別法による原価法

その他の貯蔵品 終仕入原価法

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

（リース資産除く） 但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額法を採用しておりま

す。

無形固定資産 定額法

（リース資産除く） 自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

リース資産 　

　所有権移転外ファイナンス・

　リース

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。
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　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

長期前払費用 定額法

４．引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。

商品保証引当金 商品の無償保証契約に基づく修理費に充てるため、過

去の修理実績に基づきその必要額を見積もり計上して

おります。

退職給付引当金 従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）による定額

法により翌事業年度から費用処理しております。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成20年

７月31日）を適用しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響はありません。　

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

６．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 5,092,589千円

２．偶発債務     

以下の関係会社の金融機関からの借入れに対し債務保証を行っております。

ビコール　ヘア　エクスポート　コーポレーション 10,300千円

３．関係会社に対する金銭債権 2,983千円

４．関係会社に対する金銭債務 20,769千円

 

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高の総額

営業取引による取引高の総額  

売上高 1,368千円

仕入高 1,014,878千円

販売管理費及び一般管理費 70千円

営業取引以外の取引による取引高の総額 3,792千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数 普通株式

　

2,111株
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

 流動資産  

 貸倒引当金 460千円

 賞与引当金 289,333千円

 商品保証引当金 5,923千円

 商品評価損 52,409千円

 未払事業所税 8,917千円

 未払事業税 88,213千円

 計 445,258千円

 固定資産  

 貸倒引当金 28,160千円

 投資有価証券評価損 70,110千円

 会員権評価損 25,638千円

 関係会社株式評価損 99,892千円

 役員退職慰労引当金 406,088千円

 一括償却資産 21,595千円

 退職給付引当金 499,012千円

 減損損失 110,753千円

 繰延資産 162千円

 計 1,261,414千円

 繰延税金資産小計 1,706,673千円

 評価性引当額 △271,383千円

 繰延税金資産合計 1,435,289千円

繰延税金負債  

 繰延税金負債合計 ―千円

繰延税金資産の純額 1,435,289千円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

残高相当額

 
取得価額相当額

（千円）

減価償却累計額
相当額
（千円）

減損損失累計額
相当額
（千円）

期末残高相当額
（千円）

建 物 11,239 10,497 ― 742

機械及び装置 59,082 48,250 ― 10,831

車 両 運 搬 具 14,731 14,047 ― 684

工具器具備品 514,606 326,440 33,668 154,497

ソフトウェア 89,055 67,832 3,497 17,726

合 計 688,714 467,067 37,165 184,481

(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損勘定の残高

未経過リース料期末残高相当額     

 １年内 123,775千円

 １年超 91,691千円

 　合計 215,467千円

リース資産減損勘定の残高 21,237千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 157,868千円

リース資産減損勘定の取崩額 6,101千円

減価償却費相当額 146,004千円

支払利息相当額 19,237千円

減損損失 12,529千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

　　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たりの純資産額 995円86銭

２．１株当たりの当期純利益 59円39銭

　

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。



2010/05/21 19:17:08 ／ 09630272_株式会社アートネイチャー_招集通知

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 43 －

連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月12日 

 株式会社アートネイチャー  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 仙 波 春 雄 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 布施木　孝　叔 

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アートネイ

チャーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アートネイチャー及び連結

子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

　

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月12日 

 株式会社アートネイチャー  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 仙 波 春 雄 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 布施木　孝　叔 

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アー

トネイチャーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第43期事業年

度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類

及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

　

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第43期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告をいたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役
及び監査部並びに使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職
務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視
及び検証いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締
役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、
子会社の取締役及び使用人並びに当社監査部等と情報の交換及び意思疎通
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に
基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた
しました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

　　一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

　　二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

　　三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行

についても、指摘すべき事項は認められません。なお、財務報告に

係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において重要な

欠陥はない旨の報告を取締役等及び新日本有限責任監査法人から受

けております。

　　四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支

配する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は

認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

　

３．後発事象

　特に記載すべき重要な後発事象はございません。

　

 

 平成22年５月20日  

 株式会社アートネイチャー　監査役会  

 

常勤監査役 小 林 芳 雄 

社外監査役 佐 野 　 真 

社外監査役 長谷川　恭　昭 

 

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の 重要課題の一つとして認識し

ており、経営基盤の強化、財務体質の強化、および将来の事業拡大のための

内部留保の充実を勘案しつつ、株主の皆様への安定配当の維持と配当性向の

向上に努めることを基本方針としております。

　第43期の期末配当につきましては、上記基本方針に基づき、当期の経営成

績等を総合的に勘案した上で、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金25円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は412,814,725円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成22年６月25日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　該当事項はありません。
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第２号議案　取締役７名選任の件

　現在の取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、取締役７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１
五 十 嵐 祥 剛
(昭和16年８月1日生)

昭和42年４月　当社創業者故阿久津三郎の営む

かつら事業に参画(当社前身)

昭和42年６月　当社設立時に入社

昭和52年10月　㈱アートネイチャー関西設立　

代表取締役社長

昭和56年10月　㈱アートネイチャー四国設立

　　　　　　　代表取締役社長

平成12年４月　当社代表取締役社長

平成12年８月　㈱アートネイチャー東京

　　　　　　　代表取締役社長

平成13年３月　㈱アートネイチャー千葉

　　　　　　　代表取締役社長

　　　　　　　㈱アートネイチャー古都

　　　　　　　代表取締役社長

平成14年９月　ﾕｰﾛﾃｯｸ ﾍｱ ｼｽﾃﾑ ｲﾝｸ(現ｱｰﾄﾈｲﾁｬ

ｰ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ｲﾝｸ)取締役会長

平成16年２月　ﾋﾞｺｰﾙ ﾍｱ ｴｸｽﾎﾟｰﾄ ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ　

取締役会長

平成19年７月　当社代表取締役会長兼社長(現

任）

［重要な兼職の状況］

　ｴｰｴﾇﾋﾞｰｴｲﾁ ｱｾｯﾂ ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ ﾌｨﾘﾋﾟﾝｺｰﾎﾟﾚ

　ｰｼｮﾝ取締役会長

　ｱｰﾄﾈｲﾁｬｰ ﾗﾝﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ｲﾝｸ取締役

　会長

3,783,770株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

２
林 俊 一
(昭和23年１月１日生)

昭和46年４月　㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入

行

平成10年４月　同行渋谷支店長

平成12年５月　当社入社　顧問

平成12年６月　当社常務取締役

平成15年10月　当社常務取締役新規事業本部長

兼新業態事業部長

平成17年４月　当社常務取締役管理本部長

平成20年５月　当社常務取締役(現任)

［重要な兼職の状況］　

　ｱｰﾄﾈｲﾁｬｰ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ｲﾝｸ取締役会

　長

246,800株

３
五 十 嵐 啓 介
(昭和46年12月８日生)

平成10年12月　㈱アートネイチャー関西入社

平成19年10月　当社広告宣伝部長

平成20年４月　当社執行役員広告宣伝部長

平成20年６月　当社取締役広告宣伝部長

平成21年５月　当社取締役兼上席執行役員広告

宣伝部長(現任)　

［重要な兼職の状況］

　㈲アイ・コーポレーション代表取締役社長

570,600株

４
森 安 寿 一
(昭和33年11月15日生)

平成３年５月　㈱アートネイチャー関西入社

平成17年４月　当社店舗営業部長

平成20年４月　当社執行役員営業本部副本部長

平成21年４月　当社上席執行役員営業本部長

平成21年６月　当社取締役兼上席執行役員営業

本部長(現任)

9,400株

５
川 添 久 幸
(昭和33年12月24日生)

平成７年11月　㈱アートネイチャー中部入社

平成14年４月　当社営業統括本部営業管理部長

平成15年10月　当社村上商品センター部長

平成16年７月　当社生産本部副本部長

平成19年７月　当社生産本部長

平成20年４月　当社上席執行役員生産本部長

平成21年６月　当社取締役兼上席執行役員生産

本部長(現任)　

［重要な兼職の状況］

ｱｰﾄﾈｲﾁｬｰ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ｲﾝｸ 取締役社長

5,000株



2010/05/21 19:17:08 ／ 09630272_株式会社アートネイチャー_招集通知

取締役選任議案　

－ 50 －

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

６
種 房 俊 二
(昭和10年11月23日生)

昭和35年４月　㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)入

行　

昭和63年６月　同行取締役資金証券部長兼証券

管理部長　

平成３年６月　富士銀キャピタル㈱(現みずほキ

ャピタル㈱)代表取締役社長

平成11年６月　同社代表取締役会長

平成12年３月　富士キャピタルマネジメント㈱

(現みずほキャピタルパートナー

ズ㈱)代表取締役社長　

平成12年６月　当社取締役(現任)　

［重要な兼職の状況］　

　日本高純度化学㈱取締役

　アルコニックス㈱取締役

　シミック㈱監査役

114,900株

７
※ 　
中 村 泰 敏
(昭和31年２月11日生)

昭和55年４月　㈱富士銀行(現㈱みずほ銀行)

　　　　　　　入行　

平成15年４月　㈱みずほフィナンシャルグルー

プ秘書室長

平成17年10月　㈱みずほ銀行銀座中央支店長

平成20年５月　当社入社　上席執行役員管理本

部長(現任)　

10,400株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．五十嵐啓介氏は、㈲アイ・コーポレーションの代表取締役社長でありますが、同社と

当社との間には取引関係はありません。

　　　３．※印は新任候補者です。　　　　
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第３号議案　監査役３名選任の件

　現在の監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、監査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１
小 林 芳 雄
(昭和25年10月23日生)

昭和48年７月　当社入社

平成13年４月　当社東京営業本部長

平成14年10月　当社販売チャネル開拓第一部長

平成16年６月　当社常勤監査役(現任)

136,700株

２
佐 野 真
(昭和44年４月10日生)

平成７年４月　弁護士登録

平成７年４月　田邨・大橋・横井法律事務所

(現 麹町協和法律事務所)入所

(現任)　

平成13年５月　当社仮監査役

平成13年６月　当社監査役(現任)　

－

３
長 谷 川 恭 昭
(昭和14年４月18日生)

昭和37年４月　㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行)入

行

昭和45年11月　公認会計士登録

昭和61年８月　長谷川公認会計士事務所開業（現

任）

平成15年６月　当社監査役(現任)

［重要な兼職の状況］　

　フィデアホールディングス㈱取締役　　

－

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．佐野真氏および長谷川恭昭氏は、社外監査役候補者であります。

　　　３．佐野真氏は、長年の弁護士として培われた法律知識および経験に鑑み会社の監査業務

          に充分な見識を有しておられることから、社外監査役として適切に職務を遂行できる

          ものと判断し選任をお願いするものであります。

      ４．佐野真氏は、現在、当社の監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会

          終結の時をもって９年となります。　　

　　　５．長谷川恭昭氏は、公認会計士として財務および会計に関する専門的見地および見識を

          有しておられることから、社外監査役として適切に職務を遂行できるものと判断し選

          任をお願いするものであります。

      ６．長谷川恭昭氏は、現在、当社の監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本

          総会終結の時をもって７年であります。

　　　７．佐野真氏および長谷川恭昭氏と当社との間で、法令に定める 低責任限度額を限度と

          して責任を負う旨の責任限定契約を締結しており、再任が承認された場合には本契約

          を継続する予定であります。
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第４号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任されます石井　英昭氏

に対し、その在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い、相当

額の範囲内において退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと

存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。　

氏 名 略 歴

石 井 英 昭

昭和52年11月　㈱アートネイチャー関西入社　

平成16年６月　当社取締役営業本部長

平成17年４月　当社常務取締役営業本部長

平成19年７月　当社取締役副社長　現在に至る

　

以　上
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地図

第43回定時株主総会会場のご案内　
会　　　場 　東京都新宿区西新宿三丁目７番１号
　 　新宿パークタワー　パークハイアット東京　39階　ボールルーム
　
もよりの駅 　ＪＲ線・小田急線　　新宿駅下車　　南口　　　　　徒歩約13分
　 　京王新線　　　　　　初台駅下車　　東口　　　　　徒歩約10分　
　 　都営大江戸線　　　　都庁前駅下車　Ａ４出口　　　徒歩約７分　
　
路 線 バ ス 　新宿駅西口より京王バス21番乗場より
　 　Ｓ01新都心循環ワンコインバス乗車
　 　パークハイアット東京前下車　５～10分で到着

　 京 王 バ ス 時 刻 表　
　 　
　
８時 　 　 　 35 43 51 59

９時 ７ 15 25 35 45 　 　
　

(会場付近略図)

代々木・渋谷 中野・池袋

ワシントン
ホテル

ＫＤＤＩ
ビル

京王プラザホテル

東京都庁
議事堂

東京都庁
第一庁舎

東京都庁
第二庁舎

Ａ４
出口

ホテルハイアット
リージェンシー東京

都営大江戸線
都庁前駅

新宿住友ビル

新宿中央公園

パークハイアット東京前

消防署

入口
入口

交番

東京オペラシティ
東口

京王新線
初台駅

新宿パークタワー
パークハイアット東京

文化服装学院
文化女子大学

甲
州
街
道

Ｎ

小田急百貨店京王百貨店ルミネ

西口ターミナル

新宿駅

京王新線
新宿駅

↑

↑

明治安田生命ビル

京王百貨店

21番乗場
Ｓ01

新都心循環
22番乗場 20番乗場

南口

(会場の都合上駐車場をご用意できませんので、勝手ながら
お車でのご来場は、ご容赦賜わりたくお願い申しあげます。)




